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［市民合意のない料金の大幅負担増は撤回を］
　川口市は３月市議会で水道料金の平均25.01％の大幅値上げとなる議案を上程、９
月１日から実行する計画です。 右記の金額表に実際には消費税10％の分も加算される
わけで昨年10月に続く大幅負担増となります。 市は改定理由について 「～事業拡張期
に建設された水道施設の老朽化が顕著であり、今後、 更新費用の増加が見込まれます。
～人口が増加している現在においても、 節水機器の普及や生活様式の変化などにより、 
給水収益は伸び悩んでいるのが現状です。 ～よって現行水道料金の改定が必要と考
え、 諮問するものです」 と川口市上下水道事業運営審議会で説明しています。
　2019年の審議会は３回開かれ、７月29日の第１回審議会で料金改定案が示され、
８月30日に開かれた２回目の審議会で改定案が了承され、３回目に市長に対する答申
案が示されました。 なおかつ、７月の１回目の審議会では 「川口市市民参加条例第16
条第１項第２号および第17条ただし書き」 の規定に基づくとして、 水道料金について
は審議終了まで資料及び議事録は公開しないことまで確認していたのです。 とても市民
合意を十分に果たしているとは考えられず、 料金の大幅負担増は撤回をすべきです。

［地方公営企業法について］
　水道事業は地方公営企業法に基づいて運営されています。 地方公営企業法は、 独立
採算制を基軸として事業運営することが定めていますが、 地方公営企業法第３条に「常
に企業の経済性を発揮するとともに、 その本来の目的である公共の福祉を増進するよ
うに運営されなければならない」 とあるように本来の目的は公共の福祉の増進です。 し
かし、 時の政府の意思で法改正したり通知をすることで、 より独立採算性が強められた
結果が市民への大幅負担増です。 命にかかわる水についての会計が独立採算の発想
で良いのか。 人口60万市民の川口市として国に対して地方公営企業法とその事業の在
り方を見直すようモノ言うべきです。
　

［低所得世帯への減額制度創設を］
　さいたま市では水道と下水道料金の減額制度があります。 市民の申請にもとづき、 生
活保護法による生活扶助の給付を受けている方、 児童扶養手当の給付を受けている方、
市民税 ・ 県民税が非課税の世帯などに１か月の水道料金のうち 「979円（税込）」 を減
額するものです。 川口市でも低所得世帯に水道料金の減額制度を創設すべきです。

市民合意のない水道料金の大幅負担増は撤回して、低所得者世帯へ減額制度の創設を


